
対馬市工事並びに工事に関する調査、設計及び測量業務の契約に係る競争入札に参加しようと

する者の資格等を定める要綱 

平成２７年１２月１０日 

告示第８９号 

工事並びに工事に関する調査、設計及び測量業務の契約に係る一般競争入札及び指名競争入札に参

加しようとする者に必要な資格等（平成１８年対馬市告示第６０号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６７

条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定により、工事並びに工事に関する調査、設計及び

測量業務（以下「コンサルタント」という。）の契約に係る競争入札に参加しようとする者の資格

等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（入札参加資格の制限） 

第２条 次の各号のいずれかに該当する者は、入札に参加する資格を有しない者とする。 

(１) 令第１６７条の４第１項の規定に該当する者 

(２) 令第１６７条の４第２項の各号のいずれかに該当すると認められる者のうち、その事実があ

った後２年を経過しない者及びこれらの者を代理人、支配人、その他使用人又は入札代理人とし

て使用する者 

(３) 工事に関する場合において、建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）

第３条第１項の許可を受けていない者 

(４) 法第２７条の２９の規定による総合評定値（法第２７の２３第１項に規定する経営事項審査

の営業年度の決算日（以下「審査基準日」という。）が、入札参加を希望する年度（以下「入札

参加希望年度」という。）の前々年度の７月１日から入札参加希望年度の前年度の６月３０日ま

での間にあるもの（以下「対象期間」という。）をいう。）の請求を行っていない者 

(５) 前号の経営事項審査の審査項目の中で、健康保険、厚生年金保険、雇用保険のいずれかが未

加入（適用除外を除く。）である者 

(６) コンサルタントに関する場合において、法律上営業に関し、登録等を義務付けられている業

務のうち、登録を受けていない者 

(７) 市税並びに消費税及び地方消費税等に未納がある者 

（入札参加資格申請の方法） 

第３条 工事における入札に参加をしようとする者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。 

(１) 一般競争（指名競争）参加資格申請書（建設工事） 



(２) 建設業許可証明書 

(３) 営業所一覧表 

(４) 対象期間を審査基準日とした総合評定値請求書（写）又は総合評定値通知書（写） 

(５) 第２条第７号に該当しないことを証する書面 

(６) その他別に定める書類 

２ コンサルタントにおける入札に参加をしようとする者は、次に掲げる書類を提出しなければなら

ない。 

(１) 一般競争（指名競争）参加資格申請書（測量・建設コンサルタント等） 

(２) 営業に関し、法律上必要とする登録の証明書 

(３) 営業所一覧表 

(４) 技術者経歴書 

(５) 第２条第７号に該当しないことを証する書面 

(６) その他別に定める書類 

（資格の有効期間） 

第４条 工事の入札に参加する資格を有する期間は、第３条第１項に規定する書類の受付を行った日

の属する年の４月１日から翌年の３月３１日までの１年間とする。 

２ コンサルタントの入札に参加する資格を有する期間は、第３条第２項に規定する書類の受付を行

った日の属する年の４月１日から翌々年の３月３１日までの２年間とする。ただし、第３条第２項

に規定する書類の受付を行った日が西暦の奇数年である場合は、受付を行った日の属する年の４月

１日から翌年の３月３１日までの１年間とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（対馬市建設工事等入札制度合理化対策要綱の一部改正） 

２ 対馬市建設工事等入札制度合理化対策要綱（平成２５年対馬市告示第１１３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

〔次のよう〕略 

   附 則 

 この告示は、平成２９年１２月１日から施行する。 


